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回復にも支えられ、韓国経済は順調な回復過程に入った。2010 年も景気の回復基調は持続

し、通年では、潜在成長率の 4.5％を上回る 6.2％という大幅なプラス成長を遂げている。 
 なお、2011 年の成長率についての見通しは、政府、中央銀行、国際機関（IMF）のいず

れも 4～5％台という順調な回復が続くとしている。 
 

図１　実質GDP成長率（前期比、寄与度）の推移
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表１ IMF による韓国経済等の見通し 
（単位：％）

2011 年 1 月時点の見通し 2011 年 4 月時点の見通し  
2011 年成長率 2012 年成長率 2011 年成長率 2012 年成長率 

韓国 ― ―   
日本 1.6 1.8   
中国 9.6 9.5   

ASEAN 5.5 5.7   
アメリカ 3.0 2.7   

EU 1.5 1.7   
全世界 4.4 4.5   

（備考）韓国政府による 2011 年の成長率の見通しは 5.0％、韓国銀行による 2011 年の成長率の見 

通しは 4.5％（いずれも 2010 年 12 月時点）。 

  
輸出の動向は、2008 年の第 4 四半期に大きく減少し、2009 年の前半から半ばにかけて

停滞が続いた。その後、2009 年の第 4 四半期には、政府による内需刺激策を受けて、いち

早く景気後退から回復した中国に対する輸出に牽引されて、輸出額は大きく反発した。2010
年に入ると、アメリカ等の他の主要輸出先への輸出も回復したことから、輸出額は増加を

続けた。こうした輸出の回復の要因には、外国経済の復調だけでなく、金融危機後に韓国

の通貨ウォンが大幅に減価し、その後、徐々に反発しつつも、ウォンの価値が危機前より

も低位安定して推移したことが寄与した面もあるだろう。  
一方、輸入の動向は、景気後退が本格化した 2008 年の第 4 四半期に大きく減少し、2009
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年の前半から半ばにかけて停滞した。その後、生産活動や内需の回復を受けて、同年末に

回復を始め、2010 年は堅調に推移した。なお、2008 年の第 4 四半期から 2009 年の半ばに

かけて、輸入の減少幅が輸出の減少幅を上回ったことにより、純輸出は GDP 成長率に対し

てプラスに寄与している。 
 

図２　輸出入の推移
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 国際収支の動向を見ると、経常収支は、原油価格の高騰による輸入額の増加等を受けて、

2008 年の黒字幅が前年から大きく減少（32.0 億ドル）したが、2009 年には、輸入減少に

よる貿易黒字の拡大等を受けて、327.9 億ドルの大幅な経常黒字となった。2010 年におい

ては、輸出の回復による貿易黒字の拡大等を受けて、282.1 億ドルの経常黒字を記録した。 
一方、資本収支は、世界的な金融市場の混乱の影響を受けて、2008 年は前年からの赤字

幅が縮小した（▲11.5 億ドルの赤字）。その後、2009 年には赤字幅が再び拡大し▲346.5 億

ドルの赤字、2010 年は▲253.3 億ドルの赤字となっている（資本収支の動向については、

３－２で詳述）。 
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図３　経常収支・資本収支の推移
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内需の動向について、小売売上高、機械受注、鉱工業生産ともに、2008 年の第 4 四半期

に大幅に減少し、翌 2009 年の第 1 四半期が底となっている。その後は、回復基調に入り、

2010 年後半にやや伸びが鈍化したものの、総じて力強い回復が続いている。 
 

（備考）韓国統計情報サービスのデータベースにより作成。

図４　内需の推移
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◆鉱工業生産指数
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株価については、2007 年の後半に高値を付けた後、下方トレンドに入り、2008 年後半に

おいて、リーマンショックや世界的な景気後退を受けて、大幅に下落した。その後、株価

は、2009 年第 1 四半期に底入れした後、順調に上昇し、2010 年後半には日米欧の主要先

進国に先駆けて、リーマンショック前の水準まで値を戻している。 

図５　株価の推移
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 韓国の通貨ウォンは、2008 年の後半に大幅な減価が進んだが、この背景には、世界的な

金融危機を受けて流動性への需要が高まったことなどから、対外借入の縮小といった資本

流出の動きが強まったことがあると考えられる。この際、当局は、自国通貨価値を維持す

るためのウォン買い介入を行ったと見られる。ウォンは、2009 年の第 1 四半期に安値を付

けた後、同年第 2 四半期以降に反発し、その後は一進一退の動きとなっている。 
なお、日本の通貨円は、世界的な金融危機が本格化した後、円キャリー・トレードが解

消されたことやリスク回避資産として選好されたことから、ほぼ一貫して円高方向に動い

ている。ユーロについては、欧州経済が金融危機の直接的な影響を受けていると見られて

いたこと、その後は、欧州の一部の国に財政不安が高まったことなどから、2008 年後半以

降、徐々に減価している。 
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図６　対ドルレートの推移
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 住宅価格は、2007 年初めまでソウルを中心として大幅に上昇していたが、2008 年には上

昇ペースが安定し、その後、2009 年半ばにかけて下落していった。不動産価格のバブル崩

壊を指摘する向きもあったが、2010 年以降は総じて堅調に推移している。 

図７　住宅価格の推移
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２－２．政策対応 

２－２－１．財政政策 

 2008 年後半から本格化した景気後退に対応するため、韓国政府は積極的な財政拡大政策

を展開した。2008 年 11 月、景気回復を目的として、中小企業者等の支援や不動産・建設

部門等への支出を中心とする総額 14 兆ウォンの景気対策「経済難局克服総合対策」を発表

した。翌年の 1 月には、2009 年から 2012 年までの 4 年間で計 50 兆ウォンを投入し、環境

関連の公共事業を通じて、100 万人近い雇用を創出することを目指した「グリーン・ニュー

ディール政策」を発表。また、同年の 4 月には、中小企業支援、低所得層の生活支援、地

域経済の活性化等を柱とする総額約 17 兆ウォンの「民生安定及び雇用のための追加補正予
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図８　四半期別政府支出額の推移
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積極的な財政政策運営によって、財政収支は 2009 年度に 10 年ぶりの赤字となったが、

韓国政府は、今後、インフラ投資や中小企業支援といった経済関連部門の支出を中心に削

減することにより、2013 年度～2014 年度にかけて財政収支の黒字化を目指すこととしてい

る。 
 

図９　歳入・歳出の推移
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公的債務残高は増加傾向にあり、2010 年度の残高は約 400 兆ウォンに達する見込みとな

っている。ただし、2010 年度～2014 年度の中期財政運用計画において、今後の公的債務残

高の増加ペースは徐々に緩やかなものとなり、残高の対 GDP 比は、足許の 30％台半ばか

ら緩やかに低下していくと見込まれている。 
なお、現行の財政統計では、公企業の債務を公的債務に含めないこととされているが、

2012 年 5 月における 2011 年度決算から財政統計を改定し、公企業の債務を公的債務に含

めるとともに、発生主義ベースに改める予定となっている。 
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図１０　公的債務残高と対GDP比の推移
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 2011 年度の予算案は、「親庶民」の政策を重視した内容となっており、保健・社会福祉・

労働の分野への歳出額を前年より 5.1 兆ウォン増加し、同項目は、予算総額の 3 割弱を占め

る規模となっている。また、教育や研究開発などの歳出の増加率は、予算総額の増加率を

上回っており、未来志向の項目への歳出拡大も目立っている。他方、インフラ関連への歳

出は前年比で減少しており、企業支援等の歳出も前年とほぼ同額にとどまるなど、景気回

復を目的とした歳出は抑制傾向にある。 
 

表３ 2010 年度および 2011 年度予算の分野別歳出の内訳 
（単位：兆ウォン、％） 

 10 年度予算 11 年度予算 増減率 シェア 
歳出総額 292.8 309.6 5.7 100.0 

保健・社会福祉・労働 81.2 86.3 6.2 27.9 
地方政府補助金等 48.7 53.2 9.3 17.2 
教育 38.3 41.3 8.0 13.3 
国防 29.6 31.3 5.8 10.1 
インフラ 25.1 24.3 ▲3.2 7.8 
農業・食糧 17.3 17.7 2.3 5.7 
企業支援・エネルギー 15.1 15.2 0.4 4.9 
研究開発 13.7 14.9 8.6 4.8 
公安 12.9 13.6 5.3 4.4 
環境 5.4 5.7 5.0 1.8 
文化 3.9 4.1 5.0 1.3 

 

外交・統一 3.4 3.7 9.0 1.2 
（備考）JCIF 作成資料より。 

 
２－２－２．金融政策 

韓国の中央銀行である韓国銀行は、インフレ目標政策を採用しており、消費者物価上昇

率をインフレ目標レンジの範囲内にコントロールするための金融政策運営が求められてい
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る。 

2008 年に入り、原油価格の上昇基調が続いたことなどから、2008 年半ば以降、消費者物

価上昇率はインフレ目標レンジの上限を大幅に超えて上昇した。これを受けて、韓国銀行

は、同年 8 月に政策金利を 25bp 引き上げた（5.00％→5.25％）。 

2008 年第 4 四半期には、リーマンショックを契機として世界経済が急速に減速したこと

を受けて、2008 年 10 月から 2009 年 2 月にかけて、韓国銀行は断続的に政策金利を引き下

げ、計 325bp の利下げという大幅な金融緩和政策を展開した（5.25％→2.00％）。その後、

景気・物価の動向を注視しつつ、政策金利は 16 ヶ月連続で据え置かれ、低金利の状態が持

続した。 

なお、2010 年 7 月以降、韓国銀行は、政策金利を徐々に引き上げており、現行の政策金

利水準は 3.00％となっている。2011 年のインフレ目標は消費者物価上昇率 3％を基準とし、

±1％の変動幅を許容するものとなっている。2011 年以降の消費者物価上昇率は、資源・食

糧価格の上昇等を受けて、4%台に達しており、インフレ圧力の高まりが懸念されている。

韓国銀行は、消費者物価の動向を注視しつつ、景気や為替の動向も睨みながら、政策金利

引き上げのタイミングを探っていくものと見られる。 

 

図１１　政策金利と消費者物価上昇率の推移
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韓国銀行は、今回の世界的な金融危機局面において、アジア通貨危機の時と異なり、通

貨価値の維持という目標に手足を縛られることなく、景気回復を重視して、積極的な金融

緩和政策を採ることができた。これが可能であったのは、十分な外貨準備を保有していた

ことや、他の中央銀行との通貨スワップ協定の締結によって流動性不安に対応していたこ

とだけでなく、アジア通貨危機が特定地域における危機であったのに対し、今回の金融危

機は世界全体に影響を及ぼすものであったことが背景にあると評価されている。すなわち、

2008 年第 4 四半期以降、FRB や ECB 等の主要中央銀行は、政策金利を極めて低い水準まで
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大幅に引き下げており、韓国銀行は、主要国と協調して利下げを行いながら、一定の金利

水準を維持することのできる環境にあったといえる。 

図１２　外貨準備保有残高の推移
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表４ 世界的な金融危機局面における通貨スワップ協定 

相手中央銀行 金額 締結時期 
ＦＲＢ 300 億ドル 2008 年 10 月 
日本銀行 200 億ドル相当 2008 年 12 月 
中国人民銀行 1,800 億元 2008 年 12 月 

 

図１３　主要中央銀行の政策金利の推移
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２－２－３．資本移動・外国為替管理政策 

韓国ウォンは国際金融資本市場の影響を受けて大きく変動する傾向があるため、無秩序

な資本移動を規制することは、重要な政策課題となっている。今回の世界的な金融危機の

局面においても、資本流出の動きが見られたこともあり、韓国政府は資本移動を管理する

ための政策を幾つか導入している。 
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図１５　韓国ウォン・日本円・ユーロの変動係数
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図１６　韓国ウォンのボラティリティの推移
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３．リスク要因 

３－１．外需依存度の高さ 

 韓国は、国内の市場規模が限られていること等から、海外市場の需要を取り込むべく、

積極的に輸出振興策を進めてきた。例えば、2000 年以降、自由貿易協定（FTA）の締結を

進めており、これまで、アメリカ、EU、ASEAN、インド、シンガポールといった国や地

域との FTA 交渉に成果を上げている。韓国の輸出を主導している産業は、電子機器、自動

車、鉄鋼、造船といった製造業が中心となっており、特にサムスン電子や LG エレクトロニ

クスに代表される加工組立型の産業の躍進の結果、世界市場における日本の製造業のシェ

アが低下したことは、日本において、韓国経済への注目が高まる一要因となっている。 
 一方、韓国の輸出対 GDP 比は 40％を超えており、同じく輸出産業が経済を牽引してい

ると評価されている日本の同比率（10％台）を大幅に上回っている。このことは、韓国経

済が世界経済の動向を大きく受ける構造となっていることを意味しており、事実、2008 年

第 4 四半期から 2009 年半ばにかけて、韓国の輸出額は大きく落ち込み、2009 年後半には、

中国向けの輸出に主導される形で、輸出額が回復していった。 
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図１７　輸出対GDP比の推移
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図１８　相手国別輸出の推移
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（備考）2010年の輸出相手先上位は、1位：中国、2位：アメリカ、3位：日本の順。  
 
産業別の生産指数を見ると、2008 年第 4 四半期から 2009 年第 1 四半期において、海外

における売上が収益の大部分を占める製造業の生産指数が大きく下落する一方、電力・ガ

スといった内需型の産業の生産指数の下落幅は限定的なものにとどまっている。外需に依

存することは、外国経済の動向によって、国内の経済活動も大きな影響を受ける要因とな

り、特に、韓国が輸出において得意としている製造業は、上述の特定分野に偏在している

ことから、対外的なショックに対する影響が大きくなる可能性がある。 
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図１９　産業別生産指数の推移
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 今後、中国やインドといった新興国において大きな経済成長が見込まれるなか、外需の

取り込みを図っていくことは、韓国経済の成長に引き続き寄与するものと考えられるが、

外国の経済が後退した際の影響を緩和するため、内需の育成も同時に図ることにより、国

内の経済活動によって外国経済の落ち込みを一定程度補完できる経済構造を構築する必要

がある。また、今後は、新興国の企業が技術力を高め、韓国の製造業との市場シェア獲得

競争が強まることも予想されるため、その意味においても、産業の多角的な成長を図るこ

とは有意義であると言える。 
なお、前述の通り、韓国ウォンは、景気の後退局面において、資本流出等を受けて減価

する傾向があり、通貨安が外需の落ち込みを一定程度補っている面がある。外貨準備の増

減額から察すると、韓国政府は 2009 年に反発を始めたウォンの増価を抑制するための為替

介入を行ったものと見られるが、外需依存度の高い韓国経済が比較的早期に回復できた要

因の一つに、ウォンの減価傾向も挙げられる。この点は、景気後退期において、物価が下

落し、通貨価値の上昇によって、外需が下押しされる傾向のあるわが国とは逆の特徴を持

っている。 
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◆韓国ウォン

-20

0

20

40

60

80

96.3-98.8 00.8-01.7 02.12-05.4 08.1-09.2 （年.月）

（％）

減価

増価

図２０　景気後退期における為替レートの変動

 

◆日本円
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（備考）対米ドルの変動率。  
 

３－２．資本移動 

資本収支の動向を見ると、2008 年第 4 四半期において、借入金等の形で韓国に流入して

いた資金が引き揚げられたことにより、その他投資収支等が大幅な赤字となった。同時に、

韓国ウォンの通貨価値を維持するための大規模な為替介入が行われたと見られ、外貨準備

の減少が投資収支の黒字に寄与している。2009 年に入ると、韓国経済が徐々に回復基調を

取り戻したことや、ウォンの減価を背景として、証券投資による資本流入が増加する一方、

ウォンの急激な反発を抑制するための為替介入によるものと見られる外貨準備の増加が寄

与し、2009 年の資本収支は赤字となっている。2010 年においては、2009 年と同様、証券

投資の流入、その他資本収支等の流出、外貨準備の増加といった動きが見られるが、資本

収支の動きは総じて落ち着きを取り戻している。 
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図２１　資本収支の内訳の推移
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（備考）「その他投資収支等」には金融派生商品を含む。
 

 
 2008 年第 4 四半期に見られた資本流出（その他投資収支等の赤字）について、対外債務

残高の動向を見ると、同時期に対外債務が大幅に減少しており、特に短期対外債務の減少

幅が長期対外債務の減少幅よりも大きくなっている。韓国経済は、2008 年末において、資

本流出のリスクに直面したことが分かる。 
なお、2010 年における対外債務の動向として、短期対外債務が緩やかに減少し、長期対

外債務が緩やかに増加している。２－２－３で述べた通り、2010 年以降、短期対外債務の

無秩序な増加を抑制するための各種政策が導入されており、施行期間が短いことや、一部

は施行前にあることから、政策の効果を評価するのはやや時期尚早ではあるものの、一部

に変化の兆しが見られると評価することもできるだろう。 
 

図２２　対外債務残高の推移
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主要貿易相手国別の貿易収支では、貿易額の拡大に伴って、対日貿易赤字が拡大してい

る。日本は韓国にとって、輸出額 3 位、輸入額 2 位という主要貿易相手国だが、アメリカ

や中国といった他の主要貿易相手国に対しては貿易黒字となっており、対日貿易の構造は

対米・対中貿易と明確に異なっている。これは、韓国の輸出を牽引する電子機器や自動車

といった産業は、材料や部品等の中間財を組み合わせて最終製品を製造するが、韓国の大

企業・製造業は、高い技術力や多くの経験が求められる中間財を製造する能力が十分では

ないことから、日本企業からの中間財の輸入に依存していることが背景にある。中間財の

製造は、日本では主に中小企業が担っているが、こうした裾野産業の技術力の高さや守備

範囲の広さが日本経済の強みであり、これが韓国経済の弱みを補う形となっている。その

意味で、現在の韓日貿易構造は、韓国と日本のそれぞれの強みを活かした分業体制が確立

していると評価することもできるが、輸出の増加に伴う対日貿易赤字の拡大に対する懸念

の声も聞かれる。 
 なお、最近の動向として、政府が大企業による中小企業からの納入価格の引き上げを求

めること等によって中小企業への所得分配を促したり、また、大企業と下請の中小企業が

協力関係を保ちながら新興国市場に進出して成功を収める事例等も見られており、こうし

た動きが、今後、韓国の中小企業にどのような変化をもたらしていくのか注目される。  
 いずれにせよ、一朝一夕で成し得る課題ではないものの、中小企業の育成が韓国経済の

今後の安定的な成長に寄与することは間違いないだろう。 
 

図２５　主要貿易相手国別貿易収支の推移
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　　　　2010年の輸入相手先上位は、1位：中国、2位：日本、3位：アメリカ。

貿易額前年比

（右軸）

 
 
３－４．所得格差 

 大企業・製造業を中心とする輸出主導の経済構造は、韓国の所得格差を拡大させている

との指摘がある。所得格差の一つの要因として、正規職と非正規職との所得格差の問題が
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あるが、非正規職の比率は、1997 年のアジア通貨危機以降に上昇し、2002 年まで 50％を

超えていたが、その後は低下傾向にあり、2010 年は 40.6％となっている。ただし、日本に

おいても、1990 年代後半から 2000 年代にかけて、非正規雇用が大幅に増加したものの、

日本の非正規雇用率は 34.3％となっており、韓国の非正規雇用率の水準は依然として高い

ことが分かる。 

図２６　給与所得者に占める非正規雇用者の割合
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（備考）韓国統計情報サービスのデータベースにより作成。
 

 
 正規職と非正規職の年代別年間平均給与を見ると、正規職では、年代が上がるにしたが

って、40 代までは給与が増加する傾向にあり、また、年間給与のうち特別給与が約 2 割程

度を占めている。一方、非正規職については、そもそも給与水準が正規職の半分あるいは

それ以下にとどまっており、また、年代が上がっても給与の増加幅が限られること、特別

給与の支給額も極めて小さいことといった点で不利になっている。このような正規職と非

正規職との大きな所得格差が、正規職への就職をめぐる競争を激しくしているものと考え

られる。 
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図２７　正規職と非正規職の年代別年間平均給与
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◆非正規職
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（備考）2009年全国世帯実態調査により作成  
 
 年代別の失業率を見ると、10 代や 20 代の若年層の失業率は、全年代の平均失業率を大き

く上回っており、教育課程を修了した若者の雇用情勢は厳しいものとなっている。若年者

は、こうした情勢の下、大企業の正規職に採用されるため、就学期間中に語学力の向上や

資格の取得に努めることが一般的となっている。例えば、海外留学者数について、日本で

は減少傾向にある一方、韓国では増加傾向にあり、また、韓国の総人口は日本の半分以下

にもかかわらず、2008 年の韓国の海外留学者数は日本の倍以上となっており、韓国におけ

る教育競争指向の高さが窺える。他方、過度な競争を敬遠して公務員への就職を希望する

若者も増えており、公務員試験の競争倍率も高くなっている。若年雇用市場における厳し

い競争を勝ち抜いた者と、それが出来なかった者との間の所得格差は、韓国社会に影を落

としている。 

図２８　年代別失業率の推移
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（備考）韓国統計情報サービスのデータベースにより作成。
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図２９　海外留学者数の動向
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（備考）１．「OECD Education at a Glance 2007, 2010」により作成。

　　　　２．留学先国を報告している者の合計。
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 所得格差の水準をマクロレベルで見ると、格差の代表的な指標であるジニ係数の値は、

アメリカやイギリスより低いものの、日本やドイツよりも高く、フランスと同程度となっ

ている。また、相対的貧困率を見ると、韓国の水準は日本と同程度となっており、主要先

進国の中では、アメリカに次いで高い水準となっている。 

図３０　主要国のジニ係数（2000年～2010年）
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（備考）１．国連統計により作成。

　　　　２．1に近いほど所得格差が大きい。

 

図３１　主要国の相対的貧困率（2000年代央）
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（備考）１．「OECD Growing Unequal 2008」により作成。

　　　　２．相対的貧困率は、全国民の可処分所得の中央値の半分に満たない国民の割合。  
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 韓国では、欧米社会と比較して、家族意識・民族意識が強く、儒教思想が根付いている

ことから、所得格差の拡大を受け入れていくことは難しいと考えられる。景気後退局面に

おける経済対策や 2011 年度の予算案に見られるように、韓国政府は、低所得者層の支援に

力を入れており、所得格差を是正する方向で政策を運営している。一方で、平等指向の追

及は、韓国経済をこれまで牽引してきた競争による活力を低下させるおそれがあるため、

政府は、所得格差の問題に対応しつつ、経済の活力を維持するという難しいバランス感覚

が求められるだろう。 
 
３－５．少子高齢化 

 2008 年の韓国の合計特殊出生率は 1.2 人となっており、これは日本やドイツといった少

子化が問題視される国（1.3 人）よりも低い水準にあり、韓国は OECD 諸国の中で最も早

い速度で少子化が進展している。国連による長期的な総人口の見通しによると、韓国では、

2010 年代後半まで人口が緩やかに増加した後、人口減少社会が始まり、そのペースは徐々

に加速していくと予想されている。また、年代別の人口構成の変化を見ると、2010 年時点

においては、現役世代や若年層が多くを占めているが、その後、高齢化が進展するなかで、

2030 年には 50 代が最も人口の多い年代となり、2050 年には総人口の半分近くが 60 歳以

上という深刻な高齢化社会を迎えることになる。 
 

図３２　主要国の合計特殊出生率（2008年）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

韓国 日本 ドイツ イギリス フランス アメリカ

（人）
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図３３　2050年までの総人口の見通し
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◆2010年
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図３４　2010・30・50年の年代別人口構成の見通し
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 少子高齢化については、日本も同様の問題を抱えており、今後、現役世代率の低下によ

る労働投入量の減少や貯蓄率の低下による資本投入量の減少を受けた経済全体の生産性の

低下、年金や医療・介護費等の財政負担の増加等の問題を拡大させることが予想される。

少子化の進展の背景には、女性の高学歴化・晩婚化、非正規雇用の増加、教育費負担の増
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加、仕事と育児の両立の難しさといった要因が指摘されており、韓国における競争圧力の

高まりや経済発展の裏側の側面がもたらしている現象とみることができる。 
 韓国政府は、少子化の進展を抑制すべく、合計特殊出生率の上昇を目指した方策を試み

ているものの、少子化の要因に直接対応した政策を打ち出すことは容易ではなく、問題の

根本的な解決には至っていない。 
 
３－６．家計負債の増加 

家計負債の残高は、住宅関連の負債および住宅関連以外の負債ともに一貫して増加基調

にあり、2010 年末には 800 兆ウォン近くまで増加している。韓国では、住宅担保貸付に

対して、①年収に占める年間の元利金返済額の比率を 50%に制限、②担保価値に占める貸

出額の比率を 60%に制限、という二種類の規制が適用されているが、2008 年まで住宅価

格が長期的に上昇していたこと、2009 年以降は金利が低下したこと、景気後退によって家

計の資金需要が高まったこと等を受けて、負債残高は増加を続けてきた。この家計負債の

水準は、対 GDP 比では約 6 割程度と諸外国と比較して高い水準ではないものの、対可処

分所得比では 150％程度にまで達している。 
 

図３５　家計債務残高の推移
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また、家計負債の内容を固定金利・変動金利の別で見ると、その 9 割超が変動金利とな

っており、金利の上昇に弱い構造となっている。消費者物価の上昇を受けて、韓国銀行は

政策金利を引き上げ始めており、これが今後の家計の利払い負担の増加につながるおそれ

がある。韓国政府は、家計負債増加に係るリスクを把握するため、家計所得の減少、金利

の上昇、不動産価格の下落といったケースを想定したストレステストを実施し、その結果、

短期的に大きな問題が発生する見込みは小さいとしているが、今後の更なる家計負債の増

加には注意を払うとともに、変動金利に依存している家計負債の構造を改めていく必要が



 - 328 -

あるだろう。 

図３６　家計負債に占める変動金利と固定金利の比率
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３－７．相互貯蓄銀行 

 相互貯蓄銀行（以下、貯蓄銀行）は、各地域において、中小企業に対する融資や住宅ロ

ーンを中心とした業務を行う比較的小規模な金融機関である。2011 年に入り、8 行の貯蓄

銀行が金融監督当局から営業停止命令を出される等して、経営破綻に陥っている。これら

の貯蓄銀行は、2000 年代半ば以降の不動産市場の活況を背景として、マンションの造成・

販売といった不動産関連のプロジェクト・ファイナンスに傾倒しており、今回の景気後退

による不動産市場の低迷の影響を受けて経営が悪化した。経営破綻した貯蓄銀行には、預

金者が殺到して取り付け騒ぎが起きるなどの混乱も見られ、金融システムへの影響が懸念

されている。 
 

表６ 営業停止となった貯蓄銀行 
（単位：兆ウォン） 

銀行名 営業停止日 資産規模 
三和相互貯蓄銀行 2011 年 1 月 14 日 1.3 
釜山相互貯蓄銀行 2011 年 2 月 17 日 3.7 
大田相互貯蓄銀行 同上 1.6 
全州相互貯蓄銀行 2011 年 2 月 19 日 0.6 
釜山第二相互貯蓄銀行 同上 3.2 
中央釜山相互貯蓄銀行 同上 0.8 
宝貝相互貯蓄銀行 同上 1.0 
道民貯蓄銀行 2011 年 2 月 22 日 0.4 
計 ― 12.6 
（備考）資産規模は 2010 年 12 月時点の値。 

 
 そこで、貯蓄銀行の資産規模を見ると、貯蓄銀行の総資産が銀行全体の総資産に占める

比率は約 5％程度の 86.9 兆ウォンとなっており、そのうち、経営破綻した 8 行の総資産の

合計は、12.6 兆ウォンにとどまっている。このため、規模の観点において、一部の貯蓄銀

行の経営不安の問題が金融システム全体に影響を及ぼす可能性は小さいと考えられる。ま
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た、貯蓄銀行の預金利率は 2010 年の実績で銀行平均の預金利率を約 2.5％程度上回ってい

ることや、銀行預金は預金保険制度によって 5000 万ウォンまで保護されることから、経営

不安のある貯蓄銀行から預金を引き出した預金者は、他の安全な貯蓄銀行に預金をシフト

しており、貯蓄銀行全体の金融仲介機能が損なわれる状態には至っていない。 
 

図３７　貯蓄銀行の総資産
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図３８　貯蓄銀行の預金利率
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 一方、貯蓄銀行の主な経営指標について、自己資本比率は、2009 年以降、徐々に低下し、

2010 年末は 9％程度となっており、また、不良債権比率は上昇傾向にあり、2010 年末は

10％台後半となっている。ROA については、2008 年・2009 年と低迷するなか、2010 年

は純損失を計上したことから、マイナスに転じている。これらの指標は、いずれも銀行全

体の水準より健全性において劣っており、さらに足許では悪化傾向にあることから、引き

続き貯蓄銀行の動向を注視していく必要がある。 
なお、韓国政府は、貯蓄銀行に対して、兼業可能な業務の範囲、資産運用のあり方、BIS
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自己資本比率規制の適用等の面において、今後、規制を強化することとしている。地域に

おける預金受入機関としての貯蓄銀行の存在意義に見合うよう、各行を小規模化していく

ための規制体系を構築する方向に進んでいくと考えられる。 
 

図３９　貯蓄銀行の主要経営指標
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◆不良債権比率
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